
平 成 ２０ 年 度 配 分 額

［直轄事業］ （単位：百万円）

区 分 平成２０年度配分額

本省配分額 一括配分額 計

北 海 道 開 発 局 150,081 35,793 185,874

東北地方整備局 135,543 29,784 165,327

関東地方整備局 202,410 44,840 247,250

北陸地方整備局 97,839 16,623 114,462

中部地方整備局 146,062 25,385 171,447

近畿地方整備局 166,647 26,893 193,540

中国地方整備局 99,258 19,327 118,585

四国地方整備局 59,575 10,886 70,461

九州地方整備局 149,577 27,499 177,076

沖縄総合事務局 37,237 4,112 41,349

小 計 1,244,229 241,142 1,485,371

東 京 航 空 局 181,321 0 181,321

大 阪 航 空 局 37,651 0 37,651

小 計 218,972 0 218,972

管区海上保安本部 5,253 0 5,253

合 計 1,468,454 241,142 1,709,596

（注１）ほかに官庁営繕の本省分7,443百万円がある。

（注２）国会において予算関連法案が審議中であること等から、本表は暫定
　　　版であり、配分額については、今後、変更があり得る。



［補助事業］ （単位：百万円）

区 　　　 分 平成２０年度配分額

本省配分額 一括配分額 計

北 海 道 47,332 127,615 174,947

青 森 10,867 29,961 40,828

岩 手 10,681 16,907 27,588

宮 城 25,229 26,087 51,316

秋 田 13,836 17,953 31,789

山 形 5,131 18,769 23,900

福 島 13,987 32,073 46,060

茨 城 13,171 44,396 57,567

栃 木 8,303 30,251 38,554

群 馬 10,073 29,798 39,871

埼 玉 41,467 67,858 109,325

千 葉 30,821 55,883 86,704

東 京 216,501 168,238 384,739

神 奈 川 81,784 124,381 206,165

山 梨 13,835 17,390 31,225

長 野 19,978 36,150 56,128

新 潟 54,876 55,135 110,011

富 山 12,931 24,248 37,179

石 川 14,657 29,748 44,405

岐 阜 13,781 35,212 48,993

静 岡 45,911 49,316 95,227

愛 知 86,797 117,475 204,272

三 重 19,797 27,023 46,820

福 井 8,978 20,684 29,662

滋 賀 16,879 23,288 40,167

京 都 22,977 29,339 52,316

大 阪 112,124 116,124 228,248

兵 庫 67,818 77,622 145,440

奈 良 9,836 23,919 33,755

和 歌 山 14,727 17,267 31,994

鳥 取 7,336 15,110 22,446

島 根 8,099 19,049 27,148

岡 山 10,221 34,698 44,919

広 島 42,197 43,519 85,716

山 口 22,888 38,841 61,729

徳 島 6,041 13,826 19,867

香 川 8,762 13,429 22,191

愛 媛 7,199 24,049 31,248

高 知 6,753 12,606 19,359

福 岡 72,862 92,591 165,453

佐 賀 5,364 24,017 29,381

長 崎 11,033 34,265 45,298

熊 本 12,532 33,886 46,418

大 分 12,577 16,884 29,461

宮 崎 6,500 23,669 30,169

鹿 児 島 17,858 39,414 57,272

沖 縄 29,980 41,690 71,670

計 1,353,287 2,011,653 3,364,940

独立行政法人等 552,708 0 552,708

合 計 1,905,995 2,011,653 3,917,648

（注１）独立行政法人等は、都市再生機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構、
    　公益法人及び鉄道事業者に対する補助である。
（注２）国会において予算関連法案が審議中であること等から、本表は暫定版で
　　　あり、配分額については、今後、変更があり得る。
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